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(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第61期中間連結会計期間以外においては、１株当たり中

間（当期）純損失が計上されているため、また、第61期中間連結会計期間においては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

３．第59期第２四半期連結累計期間は四半期報告書を提出しているため、第59期中間連結会計期間に代えて第59

期第２四半期連結累計期間について記載しております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期中 
第２四半期 
連結累計期間 

第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間 

自平成20年 
８月１日 

至平成21年 
１月31日 

自平成21年
８月１日 

至平成22年 
１月31日 

自平成22年
８月１日 

至平成23年 
１月31日 

自平成20年 
８月１日 

至平成21年 
７月31日 

自平成21年
８月１日 

至平成22年 
７月31日 

売上高（千円）  619,937  389,852  525,457  1,028,623  751,044

経常損失（△）（千円）  △429,642  △223,903  △86,551  △734,131  △465,795

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△） 

（千円） 

 △654,711  △115,274  165,349  △996,311  △367,768

純資産額（千円）  4,896,881  4,084,280  4,017,998  4,519,681  3,790,351

総資産額（千円）  5,023,946  4,476,363  4,141,155  4,636,398  3,995,875

１株当たり純資産額（円）  4.09  34.50  25.36  37.65  32.02

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間（当期）純損失

（△）（円） 

 △0.55  △0.97  1.08  △8.42  △3.11

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  96.5  91.2  97.0  96.1  94.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円）
 △262,456  △102,909  54,725  △464,417  △184,427

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円）
 △11,505  174,130  △58,885  △280,176  △290,191

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円）
 △238  △542  39,886  16,429  △797

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
 1,515,283  1,132,265  624,052  1,061,318  584,995

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 
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(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第61期中間会計期間以外においては、１株当たり中間

（当期）純損失が計上されているため、また、第61期中間会計期間においては、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

３．当社は、第59期においては中間財務諸表は作成していないため、第59期中の経営指標等については記載して

おりません。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間 

自平成20年 
８月１日 

至平成21年 
１月31日 

自平成21年
８月１日 

至平成22年 
１月31日 

自平成22年
８月１日 

至平成23年 
１月31日 

自平成20年 
８月１日 

至平成21年 
７月31日 

自平成21年
８月１日 

至平成22年 
７月31日 

売上高（千円）  －  389,852  525,457  1,024,231  751,044

経常損失（△）（千円）  －  △159,354  △60,721  △591,280  △322,769

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千

円） 

 －  △120,182  29,041  △1,171,503  △403,674

資本金（千円）  －  100,000  50,000  1,000,000  100,000

発行済株式総数（株）  －  118,376,088  158,470,071  118,376,088  118,376,088

純資産額（千円）  －  4,288,306  4,023,012  4,579,951  3,962,163

総資産額（千円）  －  4,663,975  4,127,538  4,675,156  4,150,249

１株当たり純資産額（円）  －  36.23  25.39  38.69  33.47

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間（当期）純損失金

額（△）（円） 

 －  △1.02  0.19  △9.90  △3.41

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  －  91.9  97.5  98.0  95.5

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 
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当社グループは、当社及び連結子会社１社と関連会社２社で構成され、衣料事業、飲食事業、不動産事業並びに投

資事業を主要な事業内容としております。 

当中間連結会計期間における、各事業に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであ

ります。  

(1）衣料事業 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

(2）飲食事業 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

(3）不動産事業 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

(4）投資事業 

主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

(5）その他事業 

 前連結会計年度までその他事業として金の採掘（踏査）を行っているオウガーリソーシス㈱とアークマインズ㈱

の２社がありましたが、両社とも当中間連結会計期間に保有株式を売却し事業から撤退、それぞれ関係会社ではな

くなりました。このため、当社グループのその他事業はなくなりました。 

 当中間連結会計期間において、連結子会社であったアークマインズ㈱は、当社が所有する株式のうち35百万株を売

却したことから、連結子会社ではなくなりました。また、持分法適用関連会社であったオウガーリソーシス㈱につい

ても、所有株式のうち30百万株を売却したことにより関連会社ではなくなっております。 

  

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年１月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 

衣料事業  6 [ ] 10

飲食事業  7 [ ] 40

不動産事業  － [ ] 1

全社（共通）  3 [ ] 1

合計  16 [ ] 52

  平成23年１月31日現在

従業員数（人）  16 [ ] 52
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(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績に一部回復傾向が見られるものの、雇用情勢は依然として

厳しい状態が続いており、また、急激な円高の進行により企業業績への影響が懸念されるなど、先行きの不透明感

は一段と強まっております。 

このような環境のなか当社グループは、紳士服等衣料事業、焼肉店及びコンビニエンスストア経営の飲食事業を

はじめ不動産事業ならびに投資事業に取り組んでまいりました。 

① 衣料事業 

衣料事業に関しましては、消費者の低価格指向は依然として続いており、購買意欲は厳しい状態で推移いたしま

した。こうしたなか、前連結会計年度には店舗の統廃合を実施し在庫処分を行ってまいりましたが、当中間連結

会計期間には効率的な運営に注力してまいり、商品の見直し等により利益率の改善に努めてまいりました。 

この結果、売上高は店舗数の減少により120百万円（前年同期比8.8％減）、営業損失は３百万円（前年同期営

業損失46百万円）となりました。 

② 飲食事業 

飲食事業に関しましては、節約指向による個人消費の低迷が続き、低価格競争が進行し依然として業界を取り

巻く環境は厳しい状況が続いております。こうしたなか、顧客第一の原点に立ち返り接客マナーの向上と、品質

改善の取組みに加え、焼肉店全店に予約システムを導入するなど、顧客満足の向上を目指してまいりました。 

この結果、飲食事業の売上高は237百万円（前年同期比2.6％増）、営業利益は16百万円（前年同期比11.1％

減）となりました。 

③ 不動産事業 

不動産事業に関しましては、新設住宅着工戸数は持ち直してきているものの、急激な円高等による先行き不透

明感や低価格指向による販売価格の下落等、依然厳しい状態が続いておりますが、当中間連結会計期間は、前連

結会計年度に比べ回復の兆しが見え始め、順調に販売高を伸ばすことが出来ております。 

この結果、不動産事業の売上高は167百万円（前年同期比533.0％増）と大幅に増加しております。また、営業

利益は17百万円（前年同期比597.1％増）となりました。 

④ 投資事業 

投資事業に関しましては、上場有価証券等の投資運用を行っておりますが、長引く株価低迷の影響を受け、保

有している有価証券の株価も低迷したままの状態となっております。 

この結果、当中間連結会計期間の投資事業の売上高（前年同期売上高－百万円）はなく、営業損失は１百万円

（前年同期営業損失１百万円）となりました。 

⑤ その他事業 

その他事業に関しましては、当中間連結会計期間にアークマインズ㈱及びオウガーリソーシス㈱の株式を売却

し、関係会社ではなくなったことから、その他事業はなくなりました。 

この結果、その他事業の売上高及び営業損失はありません。 

これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては売上高525百万円（前年同期比34.8％増）と増加

し、営業損失は68百万円（前年同期営業損失221百万円）、経常損失は86百万円（前年同期経常損失223百万円）

と損失額は大幅に改善されております。なお、中間純利益につきましては、特別利益として投資有価証券の売却

益162百万円、投資損失引当金戻入額95百万円及び貸倒引当金戻入額６百万円が発生したことから、総額263百万

円が計上されました。また、特別損失としては、減損損失３百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額

３百万円の発生により総額７百万円となり、中間純利益は165百万円（前年同期中間純損失115百万円）となりま

した。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

－ 4 －



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券の売

却による収入等により、前連結会計年度末に比べ39百万円増加し624百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は54百万円（前年同期は使用した資金102百万円）となりました。これは主に、税

金等調整前中間純利益169百万円、投資有価証券売却益△162百万円、投資損失引当金の減少額△95百万円、販売用

不動産及びたな卸資産の減少額133百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は58百万円（前年同期は獲得した資金174百万円）となりました。これは主に、定

期預金の預入による支出△121百万円、投資有価証券の取得による支出△85百万円、投資有価証券の売却による収

入194百万円及び貸付による支出△52百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は39百万円（前年同期は使用した資金０百万円）となりました。これは主に、株式

の発行による収入40百万円によるものであります。 

  

－ 5 －



(1）生産実績 

 当社グループは、生産活動は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(2）仕入実績 

（注）１．金額は仕入価額によっております。 

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。 

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。 

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。 

３．飲食事業は、直営店舗における商品及び食材の仕入であります。 

４．不動産事業は、販売用不動産の仕入及び転貸不動産の家賃等であります。 

５．上記金額には消費税等は含まれておりません。  

  

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

衣料事業     

重衣料  8,967  113.8

中衣料  16,019  128.4

軽衣料  19,324  101.8

その他  15,538  119.4

小計  59,850  114.3

飲食事業  118,211  103.9

不動産事業  13,428  111.9

合計  191,490  107.5
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(3）販売実績 

① セグメント別販売実績 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。 

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。 

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。 

３．飲食事業は、直営店舗における売上であります。 

４．不動産事業は、土地建物の賃貸料収入と土地の売上であります。 

５．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 地域別販売実績 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

セグメントの名称 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

衣料事業     

重衣料  20,259  82.3

中衣料  30,671  104.6

軽衣料  40,872  102.7

その他  28,528  74.8

小計  120,331  91.2

飲食事業  237,551  102.6

不動産事業  167,573  633.0

合計  525,457  134.8

地域 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

売上高（千円） 構成比（％）
前年同期比 
（％） 

中間期末店舗数
（店） 

（衣料事業）         

高知県  88,488  16.8  82.0  3

香川県  31,843  6.1  132.7  1

 小計  120,331  22.9  91.2  4

（飲食事業）         

高知県  175,002  33.3  102.1  3

埼玉県  62,549   11.9  104.1  1

小計  237,551  45.2  102.6  4

（不動産事業）         

高知県他  167,573  31.9  633.0  －

合計  525,457  100.0  134.8  8
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 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりであります。

なお、本文中の将来に関する事項は、半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。 

(1）金の採掘事業について 

当社グループは金の採掘事業に参画し、海外の子会社等へ投資しておりましたが、当中間連結会計期間にオウ

ガーリソーシス㈱及びアークマインズ㈱の２社とも保有していた株式の大半を売却し、金の採掘事業からは完全

に撤退いたしました。このため、この事業に関係していた将来の追加資金等の発生リスクはなくなりましたが、

現在も若干の株式を保有しているため、将来保有株式の売買に伴う売却損益が発生するリスクは残っておりま

す。 

(2）継続企業の前提に関する事項 

当社グループは、長期間にわたり連続して赤字を計上しており、当中間連結会計期間においては、中間純利益

を計上することができたものの、営業利益・経常利益では赤字が続いております。これにより、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、前連結会計年度から各事業の見直し

及び経営戦略の改革を次のとおり進めております。 

衣料事業につきましては、店舗の移転や統合により効率的な運営を実施し、年間の赤字脱却を目指してまいり

ます。飲食事業は黒字化を達成しておりますが、顧客サービスの向上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡大を

目指してまいります。不動産事業については、宅地販売の急激な回復は見込めないものの、販売方法の見直し等

を行い、てこ入れをしてまいります。また、保有不動産の賃貸等により収益源を拡大し、安定的な収益を確保し

てまいります。また、投資事業につきましては、現在まで投資してきた資産についての資金回収を優先し、財務

基盤を立直すとともに、今後の投資につきましては、当社グループの体力にあった事業に限定していくことで追

加投資の発生を抑え、特別損失の発生要因となる事象を削減してまいります。 

さらにグループの見直しも実施しており、グループ自体をスリム化することで本社管理コスト等の間接経費を

抑え赤字圧縮を図ってまいります。 

以上の施策により、グループの立直しを図り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経常利益の黒字化を目指

してまいりますが、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、重要な不確

実性が存在しております。 

なお、上記の他、当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有

価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当中間会計連結期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

３【対処すべき課題】

４【事業等のリスク】

５【経営上の重要な契約等】

６【研究開発活動】
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文中における将来に関する事項は、半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの中間連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れております。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、必要な見積りを行っており、それらは資産・負債及び収

益・費用の計上金額に影響を与えております。これらの見積りについては、過去の実績や現状等を勘案し合理的に判

断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社グループの中間連結財務諸表において採用している会計方針は、第５（経理の状況）中間連結財務諸表等「中

間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に有価証券及び棚卸資産の評価、貸

倒引当金及び投資損失引当金の設定については、過去の実績等に基づき合理的に判断しておりますが、実際の結果は

見積り特有の不確実性があるため、見積りと異なることがあります。これらのことは中間連結財務諸表において重要

な見積りの判断に影響を及ぼすものと考えております。 

  

(2）財政状態の分析 

① 流動資産 

当中間連結会計期間末における流動資産は1,590百万円となり、前連結会計年度に比し66百万円増加いたしまし

た。 

これは主に、販売用不動産が114百万円減少したものの、現金及び預金が160百万円増加したことによります。 

② 固定資産 

当中間連結会計期間末における固定資産は2,550百万円となり、前連結会計年度に比し78百万円増加いたしまし

た。 

これは主に、投資有価証券の増加等により、投資その他の資産が82百万円増加したことによるものであります。

③ 流動負債 

当中間連結会計期間末における流動負債は76百万円となり、前連結会計年度に比し88百万円減少いたしました。

これは主に、未払金の減少89百万円によります。 

④ 固定負債 

当中間連結会計期間末における固定負債は、46百万円となり前連結会計年度より６百万円だけ増加いたしまし

た。 

これは主に資産除去債務４百万円の増加によります。  

⑤ 純資産 

当中間連結会計期間末における純資産合計は4,017百万円となり、前連結会計年度に比し227百万円増加いたしま

した。 

これは主に、中間純利益の発生と株式の発行により株主資本が246百万円増加したこと、及びその他有価証券評

価差額金及び為替換算調整勘定の減少により評価・換算差額等が18百万円減少したことによります。 

(3）経営成績の分析 

① 売上高 

当中間連結会計期間の売上高は525百万円となり、前中間連結会計期間と比較し135百万円増加しました。 

これは主に、不動産事業の売上高が167百万円と大幅に増加したことによります。 

② 売上総利益 

当中間連結会計期間の売上総利益は200百万円となり、前中間連結会計期間と比較し52百万円増加しました。 

これは主に、売上高の増加によります。 

③ 営業損失 

当中間連結会計期間の営業損失は68百万円となり、前中間連結会計期間と比較し152百万円損失額が改善されま

した。 

これは主に、連結子会社の減少により販売費及び一般管理費が269百万円と前期比27.1％減少したことによりま

す。 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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④ 経常損失 

当中間連結会計期間の経常損失は86百万円となり、前中間連結会計期間と比較し137百万円損失額が改善されま

した。 

これは主に、概ね営業損失の改善によりますが、営業外収益が持分法投資利益の増加により、前中間連結会計期

間と比較して12百万円増加したものの、営業外費用が支払手数料40百万円の発生により総額41百万円と前中間連結

会計期間と比較して28百万円増加したことにより、営業損失の改善額を若干下回る結果となりました。 

⑤ 中間純損失 

当中間連結会計期間の中間純利益は165百万円となり、前中間連結会計期間は115百万円の損失から大幅に改善す

ることができました。 

これは主に、当中間連結会計期間に特別利益として投資有価証券売却益162百万円、投資損失引当金の戻入額95

百万円及び貸倒引当金戻入額６百万円が発生したことにより特別利益が総額263百万円となりました。また、特別

損失としては、減損損失３百万円及び資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額３百万円と総額７百万円の特別損

失が発生しましたが、特別利益に比べ小額であったことから、中間純利益を計上することができております。 

  

(4）キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２〔事業の状況〕１〔業績等の概要〕(2）キャッシュ・フローの

状況」をご参照下さい。 

  

(5）継続企業の前提に関する重要な事象等 

「継続企業の前提に関する事項」に記載したとおり、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在しております。 

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、前連結会計年度から各事業の見直し及び

経営戦略の改革を次のとおり進めております。 

衣料事業につきましては、店舗の移転や統合により効率的な運営を実施し、年間の赤字脱却を目指してまいりま

す。飲食事業は黒字化を達成しておりますが、顧客サービスの向上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡大を目指し

てまいります。不動産事業については、宅地販売の急激な回復は見込めないものの、販売方法の見直し等を行い、て

こ入れをしてまいります。また、保有不動産の賃貸等により収益源を拡大し、安定的な収益を確保してまいります。

また、投資事業につきましては、現在まで投資してきた資産についての資金回収を優先し、財務基盤を立直すととも

に、今後の投資につきましては、当社グループの体力にあった事業に限定していくことで追加投資の発生を抑え、特

別損失の発生要因となる事象を削減してまいります。 

さらにグループの見直しも実施しており、グループ自体をスリム化することで本社管理コスト等の間接経費を抑え

赤字圧縮を図ってまいります。 

以上の施策により、グループの立直しを図り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経常利益の黒字化を目指して

まいります。 
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 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

２【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

（注）１．株主割当増資 

発行価額    １円 

資本組入れ額 0.5円 

２．平成23年１月１日の資本金減少は、平成22年10月28日開催の定時株主総会決議による減資によるものでありま

す。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  300,000,000

計  300,000,000

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成23年１月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年４月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  158,470,071  158,470,071 非上場 
単元株式数 

100株  

計  158,470,071  158,470,071 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高(千円) 

平成22年８月27日 

（注）１  
 40,093,983  158,470,071  20,046  120,046  20,046  20,046

平成23年１月１日 

（注）２  
 －  158,470,071  △70,046  50,000  －  20,046
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

（６）【大株主の状況】

平成23年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本真嗣 高知県高知市  63,588  40.13

山本誠三 高知県高知市  3,741  2.36

谷川雄康 愛知県豊明市  3,000  1.89

昭陽海運株式会社 神戸市中央区磯辺通１丁目１－18  2,596  1.64

秋元利規 東京都小平市  2,000  1.26

株式会社サン・クロレラ 
京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369番地 
 1,783  1.13

サン・クロレラ販売株式会社 
京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369番地 
 1,500  0.95

宮永恵子 京都市下京区  1,375  0.87

鶴岡尚志 滋賀県大津市  783  0.49

徳田隆一 東京都中野区  660  0.42

計 －  81,028  51.13

（７）【議決権の状況】

  平成23年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   158,385,700  1,583,857 － 

単元未満株式 普通株式  82,171 － － 

発行済株式総数    158,470,071 － － 

総株主の議決権   －  1,583,857 － 

  平成23年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社一や 
高知県高知市帯屋町

１－10－18 
 2,200  －  2,200  0.00

計 －  2,200  －  2,200  0.00

－ 13 －



当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

   

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

２【株価の推移】

３【役員の状況】
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１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成21年８月１日から平成22年１月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成22年８月１日から平成23年１月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成21年８月１日から平成22年１月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成22年８月１日から平成23年１月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成21年８月１日から平成22年

１月31日まで）及び当中間連結会計期間（平成22年８月１日から平成23年１月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前

中間会計期間（平成21年８月１日から平成22年１月31日まで）及び当中間会計期間（平成22年８月１日から平成23年１

月31日まで）の中間財務諸表について、清和監査法人により中間監査を受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【中間連結財務諸表等】 
（１）【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前中間連結会計期間末 
(平成22年１月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結貸借対照表 

(平成22年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,132,265 945,972 784,995

受取手形及び売掛金 5,066 5,508 4,845

たな卸資産 120,237 97,437 115,644

販売用不動産 636,923 449,780 564,606

預け金 502,081 502,447 503,291

その他 155,902 114,336 142,829

貸倒引当金 △535,357 △524,590 △592,285

流動資産合計 2,017,121 1,590,893 1,523,928

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 890,085 926,535 915,528

減価償却累計額 △562,423 △587,268 △571,405

建物及び構築物（純額） 327,661 339,267 344,122

土地 904,356 904,356 904,356

その他 79,048 94,681 91,860

減価償却累計額 △77,611 △80,419 △78,155

その他（純額） 1,436 14,261 13,705

有形固定資産合計 1,233,454 1,257,886 1,262,184

無形固定資産    

その他 613 161 379

無形固定資産合計 613 161 379

投資その他の資産    

投資有価証券 1,696,047 1,662,662 1,604,487

長期貸付金 865,343 924,779 862,933

その他 158,768 147,829 154,088

投資損失引当金 △545,117 △434,000 △464,659

貸倒引当金 △949,868 △1,009,055 △947,468

投資その他の資産合計 1,225,173 1,292,215 1,209,381

固定資産合計 2,459,242 2,550,262 2,471,946

資産合計 4,476,363 4,141,155 3,995,875

－ 16 －



（単位：千円）

前中間連結会計期間末 
(平成22年１月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結貸借対照表 

(平成22年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 15,173 17,091 20,827

短期借入金 801 92 300

未払金 303,291 27,409 117,293

未払法人税等 3,500 3,487 6,940

その他 29,530 28,440 19,593

流動負債合計 352,297 76,522 164,955

固定負債    

長期預り敷金 39,000 39,850 39,860

資産除去債務 － 4,760 －

その他 784 2,024 708

固定負債合計 39,784 46,634 40,568

負債合計 392,082 123,157 205,524

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 50,000 100,000

資本剰余金 4,487,414 4,173,834 4,487,414

利益剰余金 △327,978 29,621 △580,473

自己株式 △567 △567 △567

株主資本合計 4,258,868 4,252,887 4,006,373

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △178,358 △229,294 △221,008

為替換算調整勘定 3,771 △5,593 4,986

評価・換算差額等合計 △174,587 △234,888 △216,022

純資産合計 4,084,280 4,017,998 3,790,351

負債純資産合計 4,476,363 4,141,155 3,995,875

－ 17 －



②【中間連結損益計算書】 

（単位：千円）

前中間連結会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 

 至 平成23年１月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結損益計算書 

(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日)

売上高 389,852 525,457 751,044

売上原価 241,443 324,574 505,751

売上総利益 148,409 200,882 245,292

販売費及び一般管理費    

広告宣伝費 10,808 9,905 16,710

役員報酬 40,413 22,560 67,419

給料及び手当 81,900 74,616 153,571

減価償却費 13,397 17,788 27,574

賃借料 24,306 18,262 43,451

支払手数料 56,127 30,032 97,933

その他 143,004 96,577 241,498

販売費及び一般管理費合計 369,959 269,742 648,158

営業損失（△） △221,549 △68,859 △402,866

営業外収益    

受取利息 5,911 3,993 6,716

持分法による投資利益 1,319 16,027 －

その他 3,543 3,569 10,512

営業外収益合計 10,773 23,590 17,229

営業外費用    

為替差損 13,122 100 14,926

支払手数料 － 40,057 －

その他 5 1,125 65,231

営業外費用合計 13,127 41,282 80,158

経常損失（△） △223,903 △86,551 △465,795

特別利益    

投資有価証券売却益 45,539 162,139 45,539

貸倒引当金戻入額 － 6,187 4,800

投資損失引当金戻入額 95,000 95,117 175,458

特別利益合計 140,539 263,444 225,798

特別損失    

貸倒引当金繰入額 5,307 － 65,025

固定資産除却損 － － 23,044

減損損失 － ※１  3,977 ※１  5,946

投資有価証券評価損 42,885 － 42,944

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,731 －

その他 － － 3,652

特別損失合計 48,192 7,709 140,612

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失
（△）

△131,556 169,183 △380,610

法人税、住民税及び事業税 3,460 3,450 6,900

法人税等調整額 － 383 －

法人税等合計 3,460 3,833 6,900

少数株主損益調整前中間純利益 － 165,349 －

少数株主損失（△） △19,741 － △19,741

中間純利益又は中間純損失（△） △115,274 165,349 △367,768

－ 18 －



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

前中間連結会計期間 
(自 平成21年８月１日 

 至 平成22年１月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年１月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結株主資本等変動 

計算書 
(自 平成21年８月１日 

 至 平成22年７月31日)

株主資本    

資本金    

前期末残高 1,000,000 100,000 1,000,000

当中間期変動額    

新株の発行 － 20,046 －

減資 △900,000 △70,046 △900,000

当中間期変動額合計 △900,000 △50,000 △900,000

当中間期末残高 100,000 50,000 100,000

資本剰余金    

前期末残高 4,758,918 4,487,414 4,758,918

当中間期変動額    

新株の発行 － 20,046 －

資本剰余金から利益剰余金への振替 △1,171,503 △403,674 △1,171,503

減資 900,000 70,046 900,000

当中間期変動額合計 △271,503 △313,580 △271,503

当中間期末残高 4,487,414 4,173,834 4,487,414

利益剰余金    

前期末残高 △1,275,100 △580,473 △1,275,100

当中間期変動額    

資本剰余金から利益剰余金への振替 1,171,503 403,674 1,171,503

中間純利益又は中間純損失（△） △115,274 165,349 △367,768

連結範囲の変動 △109,107 31,485 △109,107

持分法の適用範囲の変動 － 9,585 －

当中間期変動額合計 947,121 610,094 694,626

当中間期末残高 △327,978 29,621 △580,473

自己株式    

前期末残高 △567 △567 △567

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 △567 △567 △567

株主資本合計    

前期末残高 4,483,250 4,006,373 4,483,250

当中間期変動額    

新株の発行 － 40,093 －

中間純利益又は中間純損失（△） △115,274 165,349 △367,768

連結範囲の変動 △109,107 31,485 △109,107

持分法の適用範囲の変動 － 9,585 －

当中間期変動額合計 △224,382 246,513 △476,876

当中間期末残高 4,258,868 4,252,887 4,006,373

－ 19 －



（単位：千円）

前中間連結会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 

 至 平成23年１月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結株主資本等変動 

計算書 
(自 平成21年８月１日 

 至 平成22年７月31日)

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金    

前期末残高 △6,896 △221,008 △6,896

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △171,462 △8,286 △214,112

当中間期変動額合計 △171,462 △8,286 △214,112

当中間期末残高 △178,358 △229,294 △221,008

為替換算調整勘定    

前期末残高 △19,958 4,986 △19,958

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 23,729 △10,579 24,944

当中間期変動額合計 23,729 △10,579 24,944

当中間期末残高 3,771 △5,593 4,986

評価・換算差額等合計    

前期末残高 △26,854 △216,022 △26,854

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △147,732 △18,866 △189,168

当中間期変動額合計 △147,732 △18,866 △189,168

当中間期末残高 △174,587 △234,888 △216,022

新株予約権    

前期末残高 3,444 － 3,444

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △3,444 － △3,444

当中間期変動額合計 △3,444 － △3,444

当中間期末残高 － － －

少数株主持分    

前期末残高 59,840 － 59,840

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △59,840 － △59,840

当中間期変動額合計 △59,840 － △59,840

当中間期末残高 － － －

純資産合計    

前期末残高 4,519,681 3,790,351 4,519,681

当中間期変動額    

新株の発行 － 40,093 －

中間純利益又は中間純損失（△） △115,274 165,349 △367,768

連結範囲の変動 △109,107 31,485 △109,107

持分法の適用範囲の変動 － 9,585 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △211,018 △18,866 △252,453

当中間期変動額合計 △435,400 227,647 △729,330

当中間期末残高 4,084,280 4,017,998 3,790,351

－ 20 －



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前中間連結会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 

 至 平成23年１月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー

計算書 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失
（△）

△131,556 169,183 △380,610

減価償却費 13,397 17,788 27,360

減損損失 － 3,977 5,946

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,307 △6,107 59,835

投資損失引当金の増減額（△は減少） △95,000 △95,117 △105,340

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,000 － △3,000

受取利息及び受取配当金 △5,911 △4,616 △11,095

支払利息 2 － 754

投資有価証券売却損益（△は益） △45,539 △162,139 △45,539

投資有価証券評価損益（△は益） 42,885 － 42,944

為替差損益（△は益） 13,122 100 14,926

持分法による投資損益（△は益） △1,319 △16,027 60,125

有形固定資産除却損 － － 23,044

売上債権の増減額（△は増加） △147 △662 73

たな卸資産の増減額（△は増加） 57,505 18,206 62,099

販売用不動産の増減額（△は増加） 6,285 114,826 78,602

前払費用の増減額（△は増加） △12,286 6,556 569

仕入債務の増減額（△は減少） △2,250 △3,110 4,870

その他 60,423 14,824 △23,474

小計 △98,081 57,682 △187,909

利息及び配当金の受取額 2,782 3,945 11,093

利息の支払額 △2 － △2

法人税等の支払額 △7,608 △6,902 △7,608

営業活動によるキャッシュ・フロー △102,909 54,725 △184,427

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 － △121,920 △200,000

有形固定資産の取得による支出 － △14,453 △66,634

敷金及び保証金の差入による支出 △1,474 △2,633 △6,537

敷金及び保証金の回収による収入 － 2,594 5,593

投資有価証券の取得による支出 － △85,251 △200,941

投資有価証券の売却による収入 105,778 194,016 105,778

貸付けによる支出 △500 △52,264 △500

貸付金の回収による収入 72,539 6,672 75,612

預け金の回収による収入 178,825 27,025 195,409

預け金による支出 △154,345 △26,186 △172,159

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △30,773 － △30,773

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － 13,515 －

その他 4,080 － 4,960

投資活動によるキャッシュ・フロー 174,130 △58,885 △290,191

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 894 1,017 1,347

短期借入金の返済による支出 △1,436 △1,225 △2,145

株式の発行による収入 － 40,093 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △542 39,886 △797

現金及び現金同等物に係る換算差額 267 3,331 △906

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70,946 39,057 △476,323

現金及び現金同等物の期首残高 1,061,318 584,995 1,061,318

現金及び現金同等物の中間期末残高 1,132,265 624,052 584,995

－ 21 －



   

【継続企業の前提に関する事項】

前中間連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

当社グループは、平成19年７月期以降、連

続して大幅な赤字を計上しており、当中間連

結会計期間においては多少改善されてきたも

のの引続き赤字となりました。また、前連結

会計年度にはジャスダック証券取引所を上場

廃止となり、計画していた事業案件も不調に

終わったことから、新たに改善計画を立案し

なければならない状況となっておりました。

こうしたことから継続企業の前提に重要な不

確実性が認められます。 

このため当社は、当該状況を解消し早期業

績回復を目指すために、各事業の見直し及び

経営戦略の改革を次のとおり進めてまいりま

す。 

衣料事業につきましては、営業赤字が続い

ているため営業店舗毎に見直しをはかり、移

転・統合するなど効率的な運営を目指して赤

字脱却を図ってまいります。飲食事業は黒字

化を達成しておりますが、顧客サービスの向

上に努め、更に一歩踏み込んだ収益拡大を目

指してまいります。不動産事業については前

連結会計年度から宅地販売が急激に冷え込ん

でおり、今後も早急な回復は見込めないこと

から、宅地販売以外の収益源を拡大し、安定

的な収益を確保してまいります。また、投資

事業につきましては、現在まで投資してきた

資産についての資金回収を優先し、当社の財

務基盤を立て直すとともに、今後の投資につ

きましては、当社の体力にあった事業に限定

していくことで追加投資の発生を抑え、特別

損失の発生要因となる事象を削減してまいり

ます。 

さらにグループの見直しも実施しており、

グループ自体をスリム化することで本社管理

コスト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図って

まいります。 

以上の施策により、グループの立て直しを

図り各事業の収益力を上げ、売上高増加と経

常利益の黒字化を目指すとともに、多額の特

別損失発生を抑えてまいりますが、計画が全

て順調に推移するとは考えにくく、不測の事

態も考えられることから、重要な不確実性が

存在しております。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な不確実性

を中間連結財務諸表には反映しておりませ

ん。  

当社グループは、長期間にわたり連続して

赤字を計上しており、当中間連結会計期間に

おいては、中間純利益を計上することができ

たものの、営業利益・経常利益では赤字が続

いております。これにより、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。 

このため当社グループは、当該状況を解消

し早期業績回復を目指すため、前連結会計年

度から各事業の見直し及び経営戦略の改革を

次のとおり進めております。 

衣料事業につきましては、店舗の移転や統

合により効率的な運営を実施し、年間の赤字

脱却を目指してまいります。飲食事業は黒字

化を達成しておりますが、顧客サービスの向

上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡大を

目指してまいります。不動産事業について

は、宅地販売の急激な回復は見込めないもの

の、販売方法の見直し等を行い、てこ入れを

してまいります。また、保有不動産の賃貸等

により収益源を拡大し、安定的な収益を確保

してまいります。また、投資事業につきまし

ては、現在まで投資してきた資産についての

資金回収を優先し、財務基盤を立直すととも

に、今後の投資につきましては、当社グルー

プの体力にあった事業に限定していくことで

追加投資の発生を抑え、特別損失の発生要因

となる事象を削減してまいります。 

さらにグループの見直しも実施しており、

グループ自体をスリム化することで本社管理

コスト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図って

まいります。 

以上の施策により、グループの立直しを図

り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経

常利益の黒字化を目指してまいりますが、計

画が全て順調に推移するとは考えにくく、不

測の事態も考えられることから、重要な不確

実性が存在しております。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な不確実性

の影響を中間連結財務諸表には反映しており

ません。  

当社グループは、平成19年７月期以降、連

続して大幅な赤字を計上しており、当連結会

計年度においては改善されてきたものの引き

続き赤字状態となりました。また、前連結会

計年度にはジャスダック証券取引所（現 大

阪証券取引所ジャスダック市場）を上場廃止

となり、計画していた事業案件も不調に終わ

ったことから、新たに改善計画を立案しなけ

ればならない状況となっておりました。こう

したことから継続企業の前提に重要な不確実

性が認められます。 

このため当社グループは、当該状況を解消

し早期業績回復を目指すため、各事業の見直

し及び経営戦略の改革を次のとおり進めてま

いります。 

衣料事業につきましては、営業赤字が続い

ておりますが、店舗の移転や統合により効率

的な運営を実施し、赤字脱却を目指してまい

ります。飲食事業は黒字化を達成しておりま

すが、顧客サービスの向上に努め、さらに一

歩踏み込んだ収益拡大を目指してまいりま

す。不動産事業については、宅地販売の急激

な回復は見込めないことから、保有不動産の

賃貸等により収益源を拡大し、安定的な収益

を確保してまいります。また、投資事業につ

きましては、現在まで投資してきた資産につ

いての資金回収を優先し、財務基盤を立直す

とともに、今後の投資につきましては、当社

グループの体力にあった事業に限定していく

ことで追加投資の発生を抑え、特別損失の発

生要因となる事象を削減してまいります。 

さらにグループの見直しも実施しており、

グループ自体をスリム化することで本社管理

コスト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図って

まいります。 

以上の施策により、グループの立直しを図

り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経

常利益の黒字化を目指してまいりますが、計

画が全て順調に推移するとは考えにくく、不

測の事態も考えられることから、重要な不確

実性が存在しております。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な不確実性の影

響を連結財務諸表には反映しておりません。 
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社等の数 ２社 

主要な連結子会社等の名称 

アークマインズ㈱ 

葵投資パートナーズ匿名組合 

なお、オウガーリソーシス㈱は当

中間連結会計期間に株式を一部売

却したことにより連結子会社では

なくなっております。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社等の数 １社 

主要な連結子会社等の名称 

葵投資パートナーズ匿名組合 

なお、前連結会計年度において連

結子会社であったアークマインズ

㈱は、株式を一部売却したことに

より連結の範囲から除いておりま

す。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社等の数 ２社 

主要な連結子会社等の名称 

アークマインズ㈱ 

葵投資パートナーズ匿名組合  

オウガーリソーシス㈱は、当連結

会計年度に株式を一部売却したこ

とにより、子会社から持分法適用

関連会社へ変更しております。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。  
２．持分法の適用に関する事項 持分法適用会社は㈱アールティー

シーマネージメントとオウガーリ

ソーシス㈱の２社であります。 

㈱アールティーシーマネージメン

トの決算月は３月のため、１月に

仮決算を行っております。 

また、オウガーリソーシス㈱の決

算月は６月のため中間決算月の財

務諸表を使用しております。 

持分法適用会社は㈱アールティー

シーマネージメントとストラテジ

ックワン㈱の２社であります。 

持分法を適用していない関連会社

（アークマインズ㈱）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体として重要性が

無いため持分法の適用範囲から除

外しております。 

なお、オウガーリソーシス㈱は当

中間連結会計期間に株式を一部売

却したことにより持分法適用関連

会社ではなくなっております。 

㈱アールティーシーマネージメン

トの決算月は３月のため、１月に

仮決算を行っております。 

(1）持分法適用会社は㈱アールテ

ィーシーマネージメントとオ

ウガーリソーシス㈱及びスト

ラテジックワン㈱の３社であ

ります。 

(2）㈱アールティーシーマネージ

メントの決算月は３月のた

め、７月に仮決算を行ってお

ります。オウガーリソーシス

㈱の決算月は６月であり、同

決算月の財務諸表を使用して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社のうちアークマインズ

㈱の中間決算日は12月31日であり

ます。 

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、中

間連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

連結子会社の中間期の末日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

  

連結子会社のアークマインズ㈱の

決算月は６月30日であります。 

連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、７月１

日から連結決算日７月31日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計処理基準に関する事項       
(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

関連会社株式 

総平均法による原価法 

① 有価証券 

関連会社株式 

同左 

① 有価証券 

 関連会社株式 
同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  

時価のないもの 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

  ② たな卸資産 

商品については、個別法によ

る原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）によ

っております。なお、一部の

商品については売価還元法に

よっております。 

原材料及び貯蔵品について

は、最終仕入原価法による原

価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によって

おります。 

販売用不動産については個別

法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算

定）によっております。 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を

除く） 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降取得の建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法）を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

 建物及び構築物 

 ７～50年

① 有形固定資産 

  

同左  

① 有形固定資産 

  

同左 

  ② 無形固定資産（リース資産を

除く） 

ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

特許権については８年間の定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

  

同左 

② 無形固定資産 

  

同左  

  ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を

採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リ

－ス取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。  

③   ────── ③   ────── 

  

  ④ 長期前払費用 

定額法を採用しております。

④ 長期前払費用 

同左  

④ 長期前払費用 

同左  
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項目 
前中間連結会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し

回収不能見込額を計上してお

ります。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

────── 

  

（追加情報） 

賞与引当金につきましては、

給与体系を年俸制へ移行する

ことから賞与制度を廃止しま

した。  

② 賞与引当金 

────── 

② 賞与引当金 

────── 

  ③ 投資損失引当金 

投資先の財政状況、資産状況

の悪化に伴う損失発生に備え

るため、損失負担見込額を計

上しております。 

③ 投資損失引当金 

同左  

③ 投資損失引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しておりま

す。  

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

等の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

(5）中関連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金の

範囲 

────── 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金としております。 

────── 

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシュ・

フロー計算書）における資金

の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金としております。 

────── 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金としております。 
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前中間連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間

（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

────── (資産除去債務に関する会計基準の適用) 

 当中間連結会計期間より、「資産除去債務

に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年3月31日）を適用してお

ります。 

これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ

108千円増加し、税金等調整前中間純利益は

3,840千円減少しております。 

  

(「持分法に関する会計基準」及び「持分法適

用関連会社の会計処理に関する当面の取り扱

い」の適用) 

 当中間連結会計期間より、「持分法に関す

る会計基準」（企業会計基準第16号 平成20

年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社

の会計処理に関する当面の取り扱い」（実務

対応報告第24号 平成20年3月10日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

────── 

【表示方法の変更】

前中間連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

（中間連結貸借対照表） 

１．従来、「商品有価証券」に含めていました上場有価証

券は、人員削減等により日常的なトレーディングを実施

しなくなったため、当中間連結会計期間から「投資有価

証券」に含めて掲記しております。 

２．従来、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

した「未払金」については、重要性が増したため、当中

間連結会計期間末においては区分掲記しております。 

（中間連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部改正する内

閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用

により、当中間連結会計期間では、「少数株主損益調整

前中間純利益」の科目で表示しております。  
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

────── ※１．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 
  

※１．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 
  

  

  

場所 用途 種類
減損損失
（千円） 

高知県高知市
衣料事業

（店舗） 
有形固定

資産 3,977

  

場所 用途 種類 減損損失
（千円） 

高知県高知市 
飲食事業 
（店舗） 

有形固定

資産 5,946

  当社グループは、建物及び土地について

は事業部単位の店舗毎で資産のグルーピ

ングを行い、それ以外の資産については

損益管理を合理的に行える事業単位で資

産のグルーピングを行っております。そ

の結果、グルーピングの単位である上記

の資産グループについて、営業活動から

生じた損益の継続的なマイナス、また

は、市場価格の著しい下落が認められた

ため、当該資産グループに係る資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額 千円を減損損失として特別損

失に計上しました。その内訳は次のとお

りであります。 

3,977

 当社グループは、建物及び土地につい

ては事業部単位の店舗毎で資産のグルー

ピングを行い、それ以外の資産について

は損益管理を合理的に行える事業単位で

資産のグルーピングを行っております。

その結果、グルーピングの単位である上

記の資産グループについて、営業活動か

ら生じた損益の継続的なマイナス、また

は、市場価格の著しい下落が認められた

ため、当該資産グループに係る資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額 千円を減損損失として特別損

失に計上しました。その内訳は次のとお

りであります。 

5,946

  

  

建物 千円3,409

その他有形固定資産 千円568

計 千円3,977

  

建物 千円5,392

構築物 千円554

計 千円5,946

  なお、当該資産グループの回収可能価額

は使用価値により測定しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

建物については固定資産税評価額、その

他有形固定資産については正味売却予想

額に基づいて評価しております。 

－ 27 －



前中間連結会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式数の増加40,093,983株は、株主割当増資による新株の発行による増加であります。  

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

 該当事項はありません。 

  

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  118,376,088  －  －  118,376,088

合計  118,376,088  －  －  118,376,088

自己株式         

普通株式  2,218  －  －  2,218

合計  2,218  －  －  2,218

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）  118,376,088  40,093,983  －  158,470,071

合計  118,376,088  40,093,983  －  158,470,071

自己株式         

普通株式  2,218  －  －  2,218

合計  2,218  －  －  2,218

－ 28 －



前連結会計年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日）、当中間連結会計期間（自平成22年８月１

日 至平成23年１月31日）及び前連結会計年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

該当事項はありません。  

  

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式  118,376,088  －  －  118,376,088

合計  118,376,088  －  －  118,376,088

自己株式         

普通株式  2,218  －  －  2,218

合計  2,218  －  －  2,218

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

※．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び預金勘定 千円1,132,265

預入期間が３ケ月を超

える定期預金 
千円－

現金及び現金同等物 千円1,132,265

現金及び預金勘定 千円945,972

預入期間が３ケ月を超

える定期預金 
千円△321,920

現金及び現金同等物 千円624,052

現金及び預金勘定 千円784,995

預入期間が３ケ月を超

える定期預金 
千円△200,000

現金及び現金同等物 千円584,995

（リース取引関係）

－ 29 －



当中間連結会計期間末（平成23年１月31日） 

金融商品の時価等に関する事項 

平成23年１月31日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含まれておりません（（注）２参照）。 

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（資産） 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3）預け金、(4）短期貸付金、(5）長期貸付金 

取引先別に信用リスクを把握することは困難であることから、合理的な基準に基づいて貸倒見積額を

算定しており、時価は中間連結決算日における中間貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額に近

似していることから当該価額を時価としております。 

(6）投資有価証券 

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。 

（負債） 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  

（金融商品関係）

  
中間連結貸借対照表計上

額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金 945,972  945,972 －

(2）受取手形及び売掛金 5,508  5,508 －

(3）預け金 502,447  

貸倒引当金 △500,000  

  2,447  2,447 － 

(4）短期貸付金 99,531  

貸倒引当金 △24,500  

  75,031  75,031 － 

(5）長期貸付金 924,779  

貸倒引当金 △924,520  

   258  258 － 

(6）投資有価証券 265,921  265,921 － 

資産計 1,295,140  1,295,140 －

(1）支払手形及び買掛金 17,091  17,091 －

(2）短期借入金 92  92 －

(3）未払金 27,409  27,409 －

負債計 44,593  44,593 －

－ 30 －



２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

※１．非上場株式、非上場転換社債及び関連会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6）投資有価

証券」には含めておりません。 

※２．賃貸期間の延長可能な契約に係る敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めており

ません。 

※３．延長可能な契約に係る長期預り敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりま

せん。 

  

前連結会計年度末（平成22年７月31日） 

金融商品の時価等に関する事項 

平成22年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含まれておりません（（注）２参照）。 

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）非上場株式       ※１  2,674

(2）非上場転換社債     ※１  1,054,000

(3）関連会社株式      ※１  340,066

(4）敷金          ※２  89,933

(5）長期預り敷金      ※３  39,850

  
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金 784,995 784,995 －

(2）受取手形及び売掛金 4,845 4,845 －

(3）預け金 503,291  

貸倒引当金 △500,000  

  3,291 3,291 － 

(4）短期貸付金 119,212  

貸倒引当金 △92,275  

  26,937 26,937 － 

(5）長期貸付金 862,933  

貸倒引当金 △862,933  

  － － － 

(6）投資有価証券 189,627 189,627 － 

資産計 1,009,697 1,009,697 －

(1）支払手形及び買掛金 20,827 20,827 －

(2）短期借入金 300 300 －

(3）未払金 117,293 117,293 －

負債計 138,422 138,422 －

－ 31 －



（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（資産） 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3）預け金、(4）短期貸付金、(5）長期貸付金 

取引先別に信用リスクを把握することは困難であることから、合理的な基準に基づいて貸倒見積額を

算定しており、時価は連結決算日における貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額に近似してい

ることから当該価額を時価としております。 

(6）投資有価証券 

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。 

（負債） 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

※１．非上場株式、非上場転換社債及び関連会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6）投資有価

証券」には含めておりません。 

※２．賃貸期間の延長可能な契約に係る敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めており

ません。 

※３．延長可能な契約に係る長期預り敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりま

せん。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。

  

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）非上場株式       ※１ 2,674 

(2）非上場転換社債     ※１ 1,116,000 

(3）関連会社株式      ※１ 296,186 

(4）敷金          ※２ 89,933 

(5）長期預り敷金      ※３ 39,860 

－ 32 －



前中間連結会計期間末（平成22年１月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成23年１月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（中間連結貸借対照表計上額2,674千円）、非上場外国債券（中間連結貸借対照表計上額1,054,000千

円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有

価証券」には含めておりません。 

   

前連結会計年度末（平成22年７月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,674千円）、非上場外国債券（連結貸借対照表計上額1,116,000千円）につ

いては、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

  

（有価証券関係）

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円）

株式  223,635  193,276  △30,358

  
前中間連結会計期間末（平成22年１月31日現在）

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

非上場株式  2,732

非上場外国債券  1,155,000

  種類 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの 
株式  156,031  94,977  61,054

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの 
株式  109,890  151,239  △41,349

合計  265,921  246,216  19,705

  種類 
連結貸借対照表
計上額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
株式  37,440  32,400  5,040

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
株式  152,187  191,235  △39,048

合計  189,627  223,635  △34,008

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式  111,583  －  4,175

合計  111,583  －  4,175

－ 33 －



３．保有目的を変更した有価証券 

当連結会計年度において、従来売買目的で保有していた株式（連結貸借対照表計上額188,512千円）を

その他有価証券に変更しております。これは人員削減等により日常的なトレーディングを実施しなくなっ

たために変更したものであります。この結果、投資有価証券が165,416千円増加し、その他有価証券評価

差額金が23,096千円減少しております。 

  

 前中間連結会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日）、当中間連結会計期間（自平成22年８月１

日 至平成23年１月31日）及び前連結会計年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 前中間連結会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日）、当中間連結会計期間（自平成22年８月１

日 至平成23年１月31日）及び前連結会計年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

 当社グループはストック・オプションを実施してないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成23年１月31日）  

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

店舗における不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を建物の耐用年数に応じて25年と見積り、割引率は1.62％を使用して資産除去債務の金額

を計算しております。 

ハ 資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの 

  

  

（注）当中間連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31

日）を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、当中間連結会計期間の期首にお

ける残高を記載しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末残高 千円 4,721

時の経過による調整額 千円 38

当中間連結会計期間末残高 千円 4,760
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当中間連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成23年１月31日） 

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比して

著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸不動産の改装費用（49,198千円）であり、主な減少額

は改装前の内装工事代金（17,850千円）及び減価償却費（10,793千円）であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

  

(追加情報） 

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平

成20年11月28日）を適用しております。 

   

（賃貸等不動産関係）

連結貸借対照表計上額（千円）  当連結会計年度末の時価 

（千円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

438,023 20,554 458,578 531,013 
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前中間連結会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．区分の主な製品 

(1）衣料事業……………………紳士服等の衣料品販売 

(2）飲食事業……………………焼肉店及びコンビニエンスストアの経営 

(3）不動産事業…………………不動産販売及び賃貸 

(4）投資事業……………………有価証券の投資及び運用 

(5）その他事業…………………金の採掘事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（ 千円）の主なものは、親会社の

本社の管理部門に係る費用であります。 

４．オウガーリソーシス㈱は、当中間連結会計期間に株式を売却したことにより子会社ではなくなっておりま

す。  

  

前連結会計年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．区分の主な製品 

(1）衣料事業……………………紳士服等衣料品の販売 

(2）飲食事業……………………焼肉店及びコンビニエンスストアの経営 

(3）不動産事業…………………不動産販売及び賃貸 

(4）投資事業……………………有価証券等の投資及び運用 

(5）その他事業…………………金の採掘事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（ 千円）の主なものは、親会社の

本社の管理部門に係る費用であります。 

４．オウガーリソーシス㈱は当連結会計年度中に、株式を一部売却したことにより連結子会社から持分法適用関

連会社へ変更となっております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

区分 衣料事業 
（千円）

飲食事業 
（千円）

不動産事業
（千円）

投資事業
（千円）

その他事業
（千円）

合計
（千円）

消去又は全社 
（千円）

連結
（千円）

売上高                 

(1）外部顧客に対

する売上高 
 131,888  231,491 26,472 － －  389,852  － 389,852

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  － － － －  －  － －

 計  131,888  231,491 26,472 － －  389,852  － 389,852

営業費用  178,070  213,460 23,936 1,800 66,877  484,144  127,257 611,402

営業損益  △46,182  18,030 2,536 △1,800 △66,877  △94,292  △127,257 △221,549

127,257

区分 衣料事業 
（千円）

飲食事業 
（千円）

不動産事業
（千円）

投資事業
（千円）

その他事業
（千円）

合計
（千円）

消去又は全社
（千円） 

連結
（千円）

売上高                 

(1）外部顧客に対

する売上高 
 235,458  467,788 47,797 － －  751,044  － 751,044

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  － － － －  －  － －

計  235,458  467,788 47,797 － －  751,044  － 751,044

営業費用  285,000  427,414 124,719 3,600 81,988  922,724  231,186 1,153,910

営業損益  △49,542  40,373 △76,922 △3,600 △81,988  △171,680  △231,186 △402,866

231,186
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 前中間連結会計期間及び前連結会計年度における本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割

合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品及びサービスの種類別のセグメントで構成されており、衣料事業、飲食事業、不動産事業及び投資

事業の４つを報告セグメントとしております。 

衣料事業は、主に紳士服等衣料品の販売を行っております。飲食事業は焼肉店及びコンビニエンスストアの経営

を行っております。不動産事業は、不動産の賃貸及び販売を行っております。投資事業は、主に有価証券等の投資

運用を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）調整額は以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△97,545千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は主に提出会社の本社管理部門に係る費用であります。 

(2）セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

(3）セグメント資産の調整額1,571,471千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、全社資

産は主に各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する資産であります。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

  
 報告セグメント 調整額 

（注）  

中間連結財

務諸表計上

額 衣料事業 飲食事業 不動産事業 投資事業 計 

売上高               

外部顧客への売上高  120,331  237,551  167,573  －  525,457  －  525,457

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －  －

計  120,331  237,551  167,573  －  525,457  －  525,457

セグメント利益又は

損失（△） 
 △3,228  16,036  17,678  △1,800  28,686  △97,545  △68,859

セグメント資産  420,356  785,616  999,974  363,737  2,569,684  1,571,471  4,141,155

その他の項目            

減価償却費  2,361  4,293  9,975  －  16,630  1,157  17,788

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
 －  3,976  8,523  －  12,500  3,528  16,028
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当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日）  

１．製品及びサービスごとの情報 

「セグメント情報」３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金

額に関する情報に記載したとおりであります。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額が90％を超える

ため、記載を省略しております。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。  

  

当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

（単位：千円） 

  

当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 （追加情報） 

 当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

 当中間連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

【関連情報】

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  衣料事業 飲食事業 不動産事業 投資事業 全社・消去 合計 

減損損失  3,977 － － －  － 3,977

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭34 50

１株当たり中間純損失(△) 円 銭△0 97

１株当たり純資産額 円 銭25 36

１株当たり中間純利益 円08銭1

１株当たり純資産額 円02銭32

１株当たり当期純損失(△) 円 銭△3 11

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失が計上されているため記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日) 

前連結会計年度
(自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日)

１株当たり中間純利益又は中間（当期）

純損失（△） 
      

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（千円） 
 △115,274  165,349  △367,768

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －  －

普通株式に係る中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千円） 
 △115,274  165,349  △367,768

期中平均株式数（千株）  118,373  152,802  118,373

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 
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前中間連結会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当中間連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

１．株主割当増資による新株式発行 

当社は、平成22年６月21日付の当社取締役会において、株主割当による新株式発行に関して決議し、平成22年８

月27日に払込完了いたしました。 

(1）決議日時点の株主割当増資による新株式発行の概要 

①募集株式の数 普通株式 94,700,870株 

②割当率 1株につき0.8株 

③発行価額 1株につき1円 

④発行価額の総額 94,700,870円 

⑤増加する資本金の額 47,350,435円 

⑥増加する資本準備金の額 47,350,435円 

⑦申込期間 平成22年８月18日(水)から平成22年８月20日(金) 

⑧払込期日 平成22年８月27日(金) 

(2）失権株の株式数 54,606,887株 

(3）失権株を除いた新株式の発行概要 

①発行新株式数 普通株式 40,093,983株 

②発行価額の総額 40,093,983円 

③増加する資本金の額 20,046,992円 

④増加する資本準備金の額 20,046,991円 

⑤増資後発行済み株式数 158,470,071株 

⑥増資後資本金 120,046,992円 

(4）資金使途 

発行に係る費用を差し引いた手取り額を国内及び海外不動産事業に充当する予定です。 

  

２．資本金の額の減少 

当社は、資本金の額の減少について、平成22年10月４日開催の取締役会で決議し、平成22年10月28日開催の定時

株主総会で承認され、平成23年１月１日付で効力が発生する予定であります。 

(1）資本減少の目的 

当社の事業再構築のため、今後の機動的かつ効率的な経営および柔軟な資本政策を可能とすることを目的とし

て会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替えるものであります。

(2）資本減少の方法 

減少する資本金の全額を、その他資本剰余金へ振り替える。 

(3）減少する資本の額、減少する発行済株式数 

減少する資本の額は70,046,992円であります。なお、この減資による発行済株式数の移動はありません。 

(4）減資のスケジュール 

平成22年10月４日 取締役会決議 

平成22年10月28日 定時株主総会決議 

平成22年11月22日 債権者異議申述公告 

平成22年12月22日 債権者異議申述最終期日 

平成23年１月１日 効力発生日 

  

（重要な後発事象）
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３．オウガーリソーシス㈱の株式売却について 

当社は、グループの拡大を目的にオウガーリソーシス㈱の株式を取得し子会社としてまいりましたが、金の採掘

を開始するまでにはまだかなりの時間を要し、合わせて踏査費用も増加してくることから、子会社としての支援を

打ち切り、平成21年10月15日付で売却を決定していたものに対する、第２回目の売却を平成22年10月15日売却先の

コールオプションの行使により実施しました。 

(1）売却先の名称 

Permgold Pty Ltd 

(2）売却の時期 

下記の２回に分けて売却しました。 

第１回   2009年11月30日 

第２回   2010年10月15日 

(3）当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引の内容 

名称    オウガーリソーシス㈱ 

事業内容  鉱物踏査 

取引の内容 当社との取引はありません。 

(4）売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率 

  

４．アークマインズ㈱の株式売却について 

当社は、グループの拡大を目的にアークマインズ㈱の株式を取得し子会社としてまいりましたが、金の採掘を開

始するまでにはまだかなりの時間を要し、合わせて踏査費用も増加してくることから、子会社としての支援を打ち

切り、売却先を検討し交渉を進めてきた結果、平成22年10月21日付売却先と売却の合意に至ったものであります。 

(1）売却先の名称 

Solo Resources Pty Ltd 

(2）売却の時期 

2010年10月21日 

(3）当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引の内容 

名称    アークマインズ㈱ 

事業内容  鉱物踏査 

取引の内容 当社との取引はありません。 

(4）売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率 

(5）その他の重要な特約等 

売却の条件：Solo Resources Pty Ltd は、株式取得後に第三者に対して転売又は買取の意向を受けた場合は、

当社の持分についても同条件で交渉しなければならない。但し、当社がこのオファーに参加するかは任意に決

定できる。 

  

該当事項はありません。  

  

  
売却株数 

（株）

売却価額 

（豪ドル）

売却損益 

（千円）
売却後の持分比率 

 第１回目 30,000,000 1,000,000 △47,587 32.0％ 

 第２回目 30,000,000 2,400,000 57,081 4.0％ 

 合計 60,000,000 3,400,000 9,494   

売却株数 

（株）

売却価額 

（豪ドル）

売却損益 

（千円）
売却後の持分比率 

35,609,376 200,000 △149,219 20.0％ 

（２）【その他】
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２【中間財務諸表等】 
（１）【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

（単位：千円）

前中間会計期間末 
(平成22年１月31日) 

当中間会計期間末 
(平成23年１月31日) 

前事業年度の要約 
貸借対照表 

(平成22年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,122,712 945,961 782,501

売掛金 5,066 5,508 4,845

たな卸資産 120,237 97,437 115,644

販売用不動産 636,923 449,780 564,606

短期貸付金 130,174 99,531 119,212

その他 ※２  34,869 17,252 26,736

貸倒引当金 △35,357 △24,590 △92,285

流動資産合計 2,014,627 1,590,881 1,521,262

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） ※１  318,867 ※１  324,436 ※１  336,594

土地 904,356 904,356 904,356

その他（純額） ※１  10,230 ※１  29,092 ※１  21,234

有形固定資産合計 1,233,454 1,257,886 1,262,184

無形固定資産 613 161 379

投資その他の資産    

投資有価証券 1,354,551 1,322,595 1,308,301

関係会社株式 637,716 326,460 653,438

その他の関係会社有価証券 490,380 490,380 490,380

長期貸付金 865,343 924,779 862,933

長期前払費用 13,788 8,644 11,187

敷金 90,290 89,933 89,933

その他 50,576 49,252 49,213

投資損失引当金 △1,137,497 △924,380 △1,151,497

貸倒引当金 △949,868 △1,009,055 △947,468

投資その他の資産合計 1,415,280 1,278,609 1,366,421

固定資産合計 2,649,348 2,536,656 2,628,986

資産合計 4,663,975 4,127,538 4,150,249
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（単位：千円）

前中間会計期間末 
(平成22年１月31日) 

当中間会計期間末 
(平成23年１月31日) 

前事業年度の要約 
貸借対照表 

(平成22年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 15,173 17,091 20,827

短期借入金 708 － 207

未払金 288,353 8,871 100,555

未払法人税等 3,500 3,487 6,940

その他 28,148 ※２  28,440 18,985

流動負債合計 335,884 57,891 147,517

固定負債    

長期預り敷金 39,000 39,850 39,860

資産除去債務 － 4,760 －

その他 784 2,024 708

固定負債合計 39,784 46,634 40,568

負債合計 375,669 104,526 188,085

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 50,000 100,000

資本剰余金    

資本準備金 － 20,046 －

その他資本剰余金 4,487,414 4,153,787 4,487,414

資本剰余金合計 4,487,414 4,173,834 4,487,414

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △120,182 29,041 △403,674

利益剰余金合計 △120,182 29,041 △403,674

自己株式 △567 △567 △567

株主資本合計 4,466,664 4,252,307 4,183,172

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △178,358 △229,294 △221,008

評価・換算差額等合計 △178,358 △229,294 △221,008

純資産合計 4,288,306 4,023,012 3,962,163

負債純資産合計 4,663,975 4,127,538 4,150,249
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②【中間損益計算書】 

（単位：千円）

前中間会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

当中間会計期間 
(自 平成22年８月１日 

 至 平成23年１月31日) 

前事業年度の要約 
損益計算書 

(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日)

売上高 389,852 525,457 751,044

売上原価 241,443 324,574 505,751

売上総利益 148,409 200,882 245,292

販売費及び一般管理費 301,282 267,942 562,569

営業損失（△） △152,872 △67,059 △317,277

営業外収益 ※１  6,877 ※１  13,240 ※１  14,540

営業外費用 ※２  13,358 ※２  6,903 ※２  20,032

経常損失（△） △159,354 △60,721 △322,769

特別利益 ※３  95,000 ※３  119,720 ※３  85,800

特別損失 ※４  52,368 ※４、※６  26,125 ※４、※６  159,804

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △116,722 32,874 △396,774

法人税、住民税及び事業税 3,460 3,450 6,900

法人税等調整額 － 383 －

法人税等合計 3,460 3,833 6,900

中間純利益又は中間純損失（△） △120,182 29,041 △403,674
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③【中間株主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

前中間会計期間 
(自 平成21年８月１日 

 至 平成22年１月31日)

当中間会計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年１月31日) 

前事業年度の要約 
株主資本等変動計算書 
(自 平成21年８月１日 

 至 平成22年７月31日)

株主資本    

資本金    

前期末残高 1,000,000 100,000 1,000,000

当中間期変動額    

新株の発行 － 20,046 －

減資 △900,000 △70,046 △900,000

当中間期変動額合計 △900,000 △50,000 △900,000

当中間期末残高 100,000 50,000 100,000

資本剰余金    

資本準備金    

前期末残高 － － －

当中間期変動額    

新株の発行 － 20,046 －

当中間期変動額合計 － 20,046 －

当中間期末残高 － 20,046 －

その他資本剰余金    

前期末残高 4,758,918 4,487,414 4,758,918

当中間期変動額    

減資 900,000 70,046 900,000

その他資本剰余金からその他利益剰余金への振
替

△1,171,503 △403,674 △1,171,503

当中間期変動額合計 △271,503 △333,627 △271,503

当中間期末残高 4,487,414 4,153,787 4,487,414

資本剰余金合計    

前期末残高 4,758,918 4,487,414 4,758,918

当中間期変動額    

新株の発行 － 20,046 －

減資 900,000 70,046 900,000

その他資本剰余金からその他利益剰余金への振
替

△1,171,503 △403,674 △1,171,503

当中間期変動額合計 △271,503 △313,580 △271,503

当中間期末残高 4,487,414 4,173,834 4,487,414

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金    

前期末残高 △1,171,503 △403,674 △1,171,503

当中間期変動額    

その他資本剰余金からその他利益剰余金への
振替 1,171,503 403,674 1,171,503

中間純利益又は中間純損失（△） △120,182 29,041 △403,674

当中間期変動額合計 1,051,321 432,715 767,828

当中間期末残高 △120,182 29,041 △403,674

利益剰余金合計    

前期末残高 △1,171,503 △403,674 △1,171,503

当中間期変動額    

その他資本剰余金からその他利益剰余金への振
替 1,171,503 403,674 1,171,503

中間純利益又は中間純損失（△） △120,182 29,041 △403,674

当中間期変動額合計 1,051,321 432,715 767,828
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（単位：千円）

前中間会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年１月31日)

当中間会計期間 
(自 平成22年８月１日 

 至 平成23年１月31日) 

前事業年度の要約 
株主資本等変動計算書 
(自 平成21年８月１日 

 至 平成22年７月31日)

当中間期末残高 △120,182 29,041 △403,674

自己株式    

前期末残高 △567 △567 △567

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 △567 △567 △567

株主資本合計    

前期末残高 4,586,847 4,183,172 4,586,847

当中間期変動額    

新株の発行 － 40,093 －

中間純利益又は中間純損失（△） △120,182 29,041 △403,674

当中間期変動額合計 △120,182 69,135 △403,674

当中間期末残高 4,466,664 4,252,307 4,183,172

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金    

前期末残高 △6,896 △221,008 △6,896

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △171,462 △8,286 △214,112

当中間期変動額合計 △171,462 △8,286 △214,112

当中間期末残高 △178,358 △229,294 △221,008

評価・換算差額等合計    

前期末残高 △6,896 △221,008 △6,896

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △171,462 △8,286 △214,112

当中間期変動額合計 △171,462 △8,286 △214,112

当中間期末残高 △178,358 △229,294 △221,008

純資産合計    

前期末残高 4,579,951 3,962,163 4,579,951

当中間期変動額    

新株の発行 － 40,093 －

中間純利益又は中間純損失（△） △120,182 29,041 △403,674

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △171,462 △8,286 △214,112

当中間期変動額合計 △291,644 60,849 △617,787

当中間期末残高 4,288,306 4,023,012 3,962,163
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【継続企業の前提に関する事項】

前中間会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

  当社は、平成19年７月期以降、連続して大

幅な赤字を計上しており、当中間会計期間に

おいては多少改善されてきたものの引続き赤

字となりました。また、前事業年度にはジャ

スダック証券取引所を上場廃止となり、計画

していた事業案件も不調に終わったことか

ら、新たに改善計画を立案しなければならな

い状況となっておりました。こうしたことか

ら継続企業の前提に重要な不確実性が認めら

れます。 

このため当社は、当該状況を解消し早期業

績回復を目指すために、各事業の見直し及び

経営戦略の改革を次のとおり進めてまいりま

す。 

衣料事業につきましては、営業赤字が続い

ているため営業店舗毎に見直しをはかり、移

転・統合するなど効率的な運営を目指して赤

字脱却を図ってまいります。飲食事業は黒字

化を達成しておりますが、顧客サービスの向

上に努め、更に一歩踏み込んだ収益拡大を目

指してまいります。不動産事業については前

連結会計年度から宅地販売が急激に冷え込ん

でおり、今後も早急な回復は見込めないこと

から、宅地販売以外の収益源を拡大し、安定

的な収益を確保してまいります。また、投資

事業につきましては、現在まで投資してきた

資産についての資金回収を優先し、当社の財

務基盤を立て直すとともに、今後の投資につ

きましては、当社の体力にあった事業に限定

していくことで追加投資の発生を抑え、特別

損失の発生要因となる事象を削減してまいり

ます。 

さらにグループの見直しも実施しており、

グループ自体をスリム化することで本社管理

コスト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図って

まいります。 

以上の施策により、グループの立て直しを

図り各事業の収益力を上げ、売上高増加と経

常利益の黒字化を目指すとともに、多額の特

別損失発生を抑えてまいりますが、計画が全

て順調に推移するとは考えにくく、不測の事

態も考えられることから、重要な不確実性が

存在しております。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な不確実性を中

間財務諸表には反映しておりません。 

当社は、長期間にわたり連続して赤字を計

上しており、当中間会計期間においては、中

間純利益を計上することができたものの、営

業利益・経常利益では赤字が続いておりま

す。これにより、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ております。 

このため当社は、当該状況を解消し早期業

績回復を目指すため、前事業年度から各事業

の見直し及び経営戦略の改革を次のとおり進

めております。 

衣料事業につきましては、店舗の移転や統

合により効率的な運営を実施し、年間の赤字

脱却を目指してまいります。飲食事業は黒字

化を達成しておりますが、顧客サービスの向

上に努め、さらに一歩踏み込んだ収益拡大を

目指してまいります。不動産事業について

は、宅地販売の急激な回復は見込めないもの

の、販売方法の見直し等を行い、てこ入れを

してまいります。また、保有不動産の賃貸等

により収益源を拡大し、安定的な収益を確保

してまいります。また、投資事業につきまし

ては、現在まで投資してきた資産についての

資金回収を優先し、財務基盤を立直すととも

に、今後の投資につきましては、当社の体力

にあった事業に限定していくことで追加投資

の発生を抑え、特別損失の発生要因となる事

象を削減してまいります。 

さらにグループの見直しも実施しており、

グループ自体をスリム化することで本社管理

コスト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図って

まいります。 

以上の施策により、グループの立直しを図

り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経

常利益の黒字化を目指してまいりますが、計

画が全て順調に推移するとは考えにくく、不

測の事態も考えられることから、重要な不確

実性が存在しております。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な不確実性の影

響を中間財務諸表には反映しておりません。

当社は、平成19年７月期以降、連続して大

幅な赤字を計上しており、当事業年度におい

ては改善されてきたものの引き続き赤字状態

となりました。また、前事業年度にはジャス

ダック証券取引所（現 大阪証券取引所ジャ

スダック市場）を上場廃止となり、計画して

いた事業案件も不調に終わったことから、新

たに改善計画を立案しなければならない状況

となっておりました。こうしたことから継続

企業の前提に重要な不確実性が認められま

す。 

このため当社は、当該状況を解消し早期業

績回復を目指すため、各事業の見直し及び経

営戦略の改革を次のとおり進めてまいりま

す。 

衣料事業につきましては、営業赤字が続い

ておりますが、店舗の移転や統合により効率

的な運営を実施し、赤字脱却を目指してまい

ります。飲食事業は黒字化を達成しておりま

すが、顧客サービスの向上に努め、さらに一

歩踏み込んだ収益拡大を目指してまいりま

す。不動産事業については、宅地販売の急激

な回復は見込めないことから、保有不動産の

賃貸等により収益源を拡大し、安定的な収益

を確保してまいります。また、投資事業につ

きましては、現在まで投資してきた資産につ

いての資金回収を優先し、財務基盤を立直す

とともに、今後の投資につきましては、当社

の体力にあった事業に限定していくことで追

加投資の発生を抑え、特別損失の発生要因と

なる事象を削減してまいります。 

さらにグループの見直しも実施しており、

グループ自体をスリム化することで本社管理

コスト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図って

まいります。 

以上の施策により、グループの立直しを図

り各事業の収益力を上げ、売上高の増加と経

常利益の黒字化を目指してまいりますが、計

画が全て順調に推移するとは考えにくく、不

測の事態も考えられることから、重要な不確

実性が存在しております。 

財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な不確実性の影響を

財務諸表には反映しておりません。 
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

項目 
前中間会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左  

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法

により算定）、なお、一部

商品については売価還元法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左  

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  店舗食材 

最終仕入原価法による原価

法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

店舗食材 

同左  

店舗食材 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

  販売用不動産 

個別法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

販売用不動産 

同左  

販売用不動産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を

除く） 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物（建物附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、耐用年数は以下の通り

であります。 

建物      ７～50年 

(1）有形固定資産 

  

同左 

(1）有形固定資産 

  

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を

除く） 

ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

特許権については８年間の定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

  

同左  

(2）無形固定資産 

  

同左 
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項目 
前中間会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

  (3）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を

採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(3）リース資産 

──────  

(3）リース資産 

────── 

  (4）長期前払費用……定額法 (4）長期前払費用……同左 (4）長期前払費用……同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金……債権の貸倒れ

による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金……同左 (1）貸倒引当金……同左 

  (2）賞与引当金  ────── 

  

（追加情報） 

賞与引当金につきましては、

給与体系を年俸制へ移行する

ことから賞与制度を廃止しま

した。  

(2）賞与引当金 ────── (2）賞与引当金 ────── 

  (3）投資損失引当金……投資先の

財政状況、資産状況の悪化に

伴う損失発生に備えるため、

損失負担見込額を計上してお

ります。 

(3）投資損失引当金……同左 (3）投資損失引当金……同左 

４．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左  

消費税等の会計処理 

同左 

【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更】

前中間会計期間 
（自 平成21年８月１日 

至 平成22年１月31日）  

当中間会計期間

（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日）  

────── (資産除去債務に関する会計基準の適用) 

当中間会計期間より、「資産除去債務に関

する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号 平成20年3月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業損失、経常損失はそれぞ

れ108千円増加し、税金等調整前中間純利益は

3,840千円減少しております。 

────── 
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【表示方法の変更】

前中間会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

（中間貸借対照表） 

従来、「商品有価証券」に含めていました上場有価証券

は、人員削減等により日常的なトレーディングを実施しな

くなったため、当中間会計期間から「投資有価証券」に含

めて掲記しております。  

────── 

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

項目 前中間会計期間末
（平成22年１月31日） 

当中間会計期間末
（平成23年１月31日） 

前事業年度末
（平成22年７月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円 640,035 千円 667,688 千円 649,560

※２．消費税等の表示方法  仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺の上、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺の上、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

───── 

（中間損益計算書関係）

項目 
前中間会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

※１．営業外収益の主要項目       

受取利息 千円 3,492 千円 3,993 千円 4,186

※２．営業外費用の主要項目       

支払利息 千円 2 千円 － 千円 754

為替差損 千円 13,353 千円 100 千円 14,926

※３．特別利益の主要項目       

投資有価証券売却益 千円 － 千円 18,417 千円 －

貸倒引当金戻入額 千円 － 千円 6,187 千円 4,800

投資損失引当金戻入額 千円  95,000 千円  95,117 千円 81,000

※４．特別損失の主要項目       

投資有価証券売却損 千円 4,175 千円 18,415 千円 4,175

投資有価証券評価損 千円 42,885 千円 － 千円 42,944

固定資産除却損 千円 － 千円 － 千円 23,044

貸倒引当金繰入額 千円 5,307 千円 － 千円 80,041

減損損失 千円 － 千円 3,977 千円 5,946

資産除去債務会計基準

適用に伴う影響額 

千円 － 千円 3,731 千円 －

その他 千円 － 千円 － 千円 3,652

 ５．減価償却実施額       

有形固定資産 千円 12,700 千円 17,378 千円 26,394

無形固定資産 千円  234 千円  218 千円 468
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項目 
前中間会計期間

（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

※６．減損損失 ────── 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

    

  
当社は、建物及び土地については

事業部単位の店舗毎で資産のグルー

ピングを行い、それ以外の資産につ

いては損益管理を合理的に行える事

業単位で資産のグルーピングを行っ

ております。その結果、グルーピン

グの単位である上記の資産グループ

について、営業活動から生じた損益

の継続的なマイナス、または、市場

価格の著しい下落が認められたた

め、当該資産グループに係る資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額 千円を減損損

失として特別損失に計上しました。

その内訳は次のとおりであります。

  

  
なお、当該資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定してお

ります。 

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

高知県高

知市 
衣料事業

（店舗）

有形固定

資産 3,977

3,977

建物 千円3,409

その他有形固定

資産 千円568

   計 千円3,977

 

  
当社は、建物及び土地については

事業部単位の店舗毎で資産のグルー

ピングを行い、それ以外の資産につ

いては損益管理を合理的に行える事

業単位で資産のグルーピングを行っ

ております。その結果、グルーピン

グの単位である上記の資産グループ

について、営業活動から生じた損益

の継続的なマイナス、または、市場

価格の著しい下落が認められたた

め、当該資産グループに係る資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額 千円を減損損

失として特別損失に計上しました。

その内訳は次のとおりであります。

  

  
なお、当該資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定し

ており、建物については固定資産税

評価額、その他有形固定資産につい

ては正味売却予想額に基づいて評価

しております。 

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

高知県高

知市 
飲食事業

（店舗） 
有形固定

資産  5,946

5,946

建物 千円5,392

構築物 千円554

   計 千円5,946
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前中間会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当中間会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 前中間会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日）、当中間会計期間（自平成22年８月１日 至平

成23年１月31日）及び前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前中間会計期間（平成22年１月31日） 

（注） 子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間（平成23年１月31日） 

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額 関係会社株式326,460千円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

（中間株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加株
式数（株） 

当中間会計期間減少株
式数（株） 

当中間会計期間末株式
数（株） 

普通株式  2,218  －  －  2,218

合計  2,218  －  －  2,218

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加株
式数（株） 

当中間会計期間減少株
式数（株） 

当中間会計期間末株式
数（株） 

普通株式  2,218  －  －  2,218

合計  2,218  －  －  2,218

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式  2,218  －  －  2,218

合計  2,218  －  －  2,218

（リース取引関係）

（有価証券関係）

  中間貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式  143,794  380,176  236,382

合計  143,794  380,176  236,382
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前事業年度末（平成22年７月31日） 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子

会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

当中間会計期間末（平成23年１月31日）  

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

店舗における不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を建物の耐用年数に応じて25年と見積り、割引率は1.62％を使用して資産除去債務の金額

を計算しております。 

ハ 資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの 

  

  

（注）当中間会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）

を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当中間会計期間の期首における残高を記

載しております。 

  

  貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式  159,561  477,347  317,786

合計  159,561  477,347  317,786

区分 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  206,521

関連会社株式  287,356

（資産除去債務関係）

前事業年度末残高 千円 4,721

時の経過による調整額 千円 38

当中間連結会計期間末残高 千円 4,760
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（注）１株当たり中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前中間会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日） 

当中間会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭36 23

１株当たり中間純損失(△) 円 銭△1 2

１株当たり純資産額 円 銭25 39

１株当たり中間純利益 円 銭0 19

１株当たり純資産額 円 銭33 47

１株当たり当期純損失(△) 円 銭△3 41

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成21年８月１日 
至 平成22年１月31日)

当中間会計期間
(自 平成22年８月１日 
至 平成23年１月31日) 

前事業年度
(自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日)

１株当たり中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△） 
      

中間（当期）純利益又は中間（当期）

純損失（△）（千円） 
 △120,182  29,041  △403,674

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －  －

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間（当期）純損失（△）（千円） 
 △120,182  29,041  △403,674

期中平均株式数（千株）  118,373  152,802  118,373

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 
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前中間会計期間（自平成21年８月１日 至平成22年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成22年８月１日 至平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

１．株主割当増資による新株式発行 

当社は、平成22年６月21日付の当社取締役会において、株主割当による新株式発行に関して決議し、平成22年８

月27日に払込完了いたしました。 

(1）決議日時点の株主割当増資による新株式発行の概要 

①募集株式の数 普通株式 94,700,870株 

②割当率 1株につき0.8株 

③発行価額 1株につき1円 

④発行価額の総額 94,700,870円 

⑤増加する資本金の額 47,350,435円 

⑥増加する資本準備金の額 47,350,435円 

⑦申込期間 平成22年８月18日(水)から平成22年８月20日(金) 

⑧払込期日 平成22年８月27日(金) 

(2）失権株の株式数 54,606,887株 

(3）失権株を除いた新株式の発行概要 

①発行新株式数 普通株式 40,093,983株 

②発行価額の総額 40,093,983円 

③増加する資本金の額 20,046,992円 

④増加する資本準備金の額 20,046,991円 

⑤増資後発行済み株式数 158,470,071株 

⑥増資後資本金 120,046,992円 

(4）資金使途 

発行に係る費用を差し引いた手取り額を国内及び海外不動産事業に充当する予定です。 

  

２．資本金の額の減少 

当社は、資本金の額の減少について、平成22年10月４日開催の取締役会で決議し、平成22年10月28日開催の定時

株主総会で承認され、平成23年１月１日付で効力が発生する予定であります。 

(1）資本減少の目的 

当社の事業再構築のため、今後の機動的かつ効率的な経営および柔軟な資本政策を可能とすることを目的とし

て会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替えるものであります。

(2）資本減少の方法 

減少する資本金の全額を、その他資本剰余金へ振り替える。 

(3）減少する資本の額、減少する発行済株式数 

減少する資本の額は70,046,992円であります。なお、この減資による発行済株式数の移動はありません。 

(4）減資のスケジュール 

平成22年10月４日 取締役会決議 

平成22年10月28日 定時株主総会決議 

平成22年11月22日 債権者異議申述公告 

平成22年12月22日 債権者異議申述最終期日 

平成23年１月１日 効力発生日 

  

（重要な後発事象）
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３．オウガーリソーシス㈱の株式売却について 

当社は、グループの拡大を目的にオウガーリソーシス㈱の株式を取得し子会社としてまいりましたが、金の採掘

を開始するまでにはまだかなりの時間を要し、合わせて踏査費用も増加してくることから、子会社としての支援を

打ち切り、平成21年10月15日付で売却を決定していたものに対する、第２回目の売却を平成22年10月15日売却先の

コールオプションの行使により実施しました。 

(1）売却先の名称 

Permgold Pty Ltd 

(2）売却の時期 

下記の２回に分けて売却しました。 

第１回   2009年11月30日 

第２回   2010年10月15日 

(3）当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引の内容 

名称    オウガーリソーシス㈱ 

事業内容  鉱物踏査 

取引の内容 当社との取引はありません。 

(4）売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率 

  

４．アークマインズ㈱の株式売却について 

当社は、グループの拡大を目的にアークマインズ㈱の株式を取得し子会社としてまいりましたが、金の採掘を開

始するまでにはまだかなりの時間を要し、合わせて踏査費用も増加してくることから、子会社としての支援を打ち

切り、売却先を検討し交渉を進めてきた結果、平成22年10月21日付売却先と売却の合意に至ったものであります。 

(1）売却先の名称 

Solo Resources Pty Ltd 

(2）売却の時期 

2010年10月21日 

(3）当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引の内容 

名称    アークマインズ㈱ 

事業内容  鉱物踏査 

取引の内容 当社との取引はありません。 

(4）売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率 

(5）その他の重要な特約等 

売却の条件：Solo Resources Pty Ltd は、株式取得後に第三者に対して転売又は買取の意向を受けた場合は、

当社の持分についても同条件で交渉しなければならない。但し、当社がこのオファーに参加するかは任意に決

定できる。  

     

 該当事項はありません。 

  

  
売却株数 

（株）

売却価額 

（豪ドル）

売却損益 

（千円）
売却後の持分比率 

 第１回目 30,000,000 1,000,000 △47,587 32.0％ 

 第２回目 30,000,000 2,400,000 57,081 4.0％ 

 合計 60,000,000 3,400,000 9,494   

売却株数 

（株）

売却価額 

（豪ドル）

売却損益 

（千円）
売却後の持分比率 

35,609,376 200,000 △149,219 20.0％ 

（２）【その他】
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 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第60期）（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日）平成22年10月29日四国財務局長に提出 

  

第６【提出会社の参考情報】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の中間監査報告書 

      平成22年４月15日   

株式会社一や         

  取締役会 御中         

  清 和 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 筧  悦生  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 戸谷 英之  印 

          

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成21年８月１日から平成22年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成21年８月１日

から平成22年１月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社一や及び連結子会社の平成22年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間(平成21年８月１日から平成22年１月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前期に引続き、大幅な当期純損失を計上しており、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が存在している。当該状況に対する対処法等は、当該注記に記載されている。中間連結財務諸

表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間連結財務諸表には、反映していな

い。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が保管しております。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成23年４月15日   

株式会社一や         

  取締役会 御中         

  清 和 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 筧  悦生  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 戸谷 英之  印 

          

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成22年８月１日から平成23年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成22年８月１日

から平成23年１月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社一や及び連結子会社の平成23年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間(平成22年８月１日から平成23年１月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在している。当該状況に対する対処法等は、当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は、継続企業

を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間連結財務諸表には、反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が保管しております。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成22年４月15日   

株式会社一や       

  取締役会 御中       

  清 和 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 筧  悦生  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 戸谷 英之  印 

          

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成21年８月１日から平成22年７月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成21年８月１日か

ら平成22年１月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社一やの平成22年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成21年８月１日から平

成22年１月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前期に引続き、大幅な当期純損失を計上しており、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が存在している。当該状況に対する対処法等は、当該注記に記載されている。中間財務諸表

は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間財務諸表には、反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が保管しております。 

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成23年４月15日   

株式会社一や       

  取締役会 御中       

  清 和 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 筧  悦生  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 戸谷 英之  印 

          

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成22年８月１日から平成23年７月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成22年８月１日か

ら平成23年１月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社一やの平成23年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成22年８月１日から平

成23年１月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在している。当該状況に対する対処法等は、当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前

提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間財務諸表には、反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が保管しております。 

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


	表紙
	第一部　企業情報
	第１　企業の概況
	１．主要な経営指標等の推移
	２．事業の内容
	３．関係会社の状況
	４．従業員の状況

	第２　事業の状況
	１．業績等の概要
	２．生産、受注及び販売の状況
	３．対処すべき課題
	４．事業等のリスク
	５．経営上の重要な契約等
	６．研究開発活動
	７．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３　設備の状況
	１．主要な設備の状況
	２．設備の新設、除却等の計画

	第４　提出会社の状況
	１．株式等の状況
	２．株価の推移
	３．役員の状況

	第５　経理の状況
	１．中間連結財務諸表等
	２．中間財務諸表等


	第二部　提出会社の保証会社等の情報



